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第２次行財政改革大綱前期推進計画
26年度取組状況をお知らせします　
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26年度は58項目に取り組みました
　市では、行政を取り巻く社会状況の変化に的
確に対応し、市民福祉の向上を図るため、第２
次行財政改革大綱及び同前期推進計画を定め、
行財政改革に取り組んでいます。
　26年度は、58項目に取り組み、44項目を推進、
14項目を一部推進し、４項目の取り組みを終了
しました（表１）。

八千代市子ども・子育て支援事業計画を策定し
ました。
２　効率的で質の高い執行体制の確立
●定員管理の適正化　25年度に作成した定員管
理計画に基づき、職員の適正配置を行い、定員
管理の適正化を図りました。
●給与の適正化　自宅に係る住居手当を廃止し
ました。
●職員研修の充実　社会状況の変化などに対応
した研修内容の見直しを行い、各種研修を実施
しました。
３　健全な財政運営の推進
●未利用財産の売却・有効活用　旧八千代市開
発協会より代物弁済を受けた土地などを含めた
８件の売却、及び２件の公共下水道事業会計へ
の有償所管換えを行いました。また、普通財産
貸付料の算定基準を見直し、八千代市普通財産
貸付料要領の改定を行いました。
●市税徴収率の向上　休日納税相談や訪問徴収
を実施するとともに、財産調査を徹底し、債権
差押及び換価に重点を置くことで、市税徴収率
は25年度92.28パーセントに対し、26年度は
92.85パーセントとなりました。
●社会福祉法人　八千代市社会福祉協議会　八

千代市社会福祉協議会の経営改善・強化計画の
進捗状況の把握、実施結果の検証及び今後の計
画への提案を行いました。

財政効果などの達成状況
　26年度の財政効果は７億3,396万円となりま
した（表２）。なお、数値目標を設定している取
組項目の達成状況は、表３のとおりです。

※詳しい取組状況は、市の
ホームページ、市役所１階
情報公開室、図書館で見る
ことができます。

26年度の取り組みの概要
１　効果的な施策の推進
●公共施設循環バス「ぐるっと号」の見直し
　運行ルートの要望や利用状況などを踏まえ、
コミュニティバスの試行運行を実施しましたが、
利用者数が目標値を下回ったため、八千代台コ
ース以外の運行を廃止しました。
●投票区の見直し　自治会に対する意向調査の
結果などを踏まえ、八千代市選挙管理委員会に
おいて検討を行い、第31投票区投票所を上高野
原連合自治会館から村上東小学校へ変更するこ
ととしました。
●やちよＮＡＶｉ動画配信の充実　ＣＡＴＶ及
びインターネットを利用して市政情報の配信を
行いましたが、事業仕分けの判定結果などを踏
まえ、やちよＮＡＶiの放送は休止し、今後は
インターネットを利用した新たな動画配信の充
実に取り組むこととしました。
●保育施設整備の方針　子ども・子育て支援に
関するアンケート調査の結果などを踏まえ、八
千代市子ども・子育て会議において検討を行い、
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■表１　取組項目の推進状況	 （単位：件）

合計
効果的
な施策
の推進

効率的で質
の高い執行
体制の確立

健全な財
政運営の
推進　　

取組項目数 86 47 7 32
26年度取組項目数 58 28 5 25
うち取り組みを終了した項目数 4 4 0 0

内
訳

（推　　進） 44 19 4 21
（一部推進） 14 9 1 4

（推進できなかった） 0 0 0 0

■表２　財政効果見込の達成状況	 （単位：万円）
取組項目名 見込額（a）実績額（b）差額（b）-（a）

基幹情報システムの再構築 10,668 9,979 △689
福祉系情報システムの再構築 △1,383 △789 594
電子申請・届出システムの充実 98 97 △1
公共施設予約案内システムの充実 64 40 △24
位置情報通知システム（統合型）の導入 358 630 272
電子入札制度の充実 214 244 30
給与の適正化 5,494 5,494 0
未利用財産の売却・有効活用 0 23,254 23,254
市税徴収率の向上 9,360 17,234 7,874
人件費の抑制 15,197 14,919 △278
将来負担の適正管理 213 220 7
浄・給水場の管理 260 91 △169
定員管理の適正化 886 851 △35
給与の適正化 1,121 1,132 11
26年度　財政効果額　計 42,550 73,396 30,846

■表３　目標値の達成状況

取組項目名 設定内容 目標値
（27年度末） 26年度

情報セキュリティ
の対策

情報漏洩等
の被害件数 0件 0件

各種審議会等委員
の市民公募の推進

公募による
市民委員の
割合

20％ 19％

未利用財産の売却
・有効活用

未利用財産
の件数 0件 3件

市税徴収率の向上 市税徴収率 92.0％以上 92.85％
将来負担の適正
管理

公債費負担
比率 15％以下 14.8％

財政調整基金の
適正管理

財政調整基
金残高

標準財政規
模の５％以上 3.6％

未利用財産の売却
・有効活用（上下
水道局）

未利用財産
の件数 0件 0件

「やちよの水」の
販売

「やちよの水」
販売 10万本 ―

お問い合わせは

行財政改革推進課

483-1151（代表）へ

26
年
度
決
算
に
基
づ
く

健
全
化
判
断
比
率
な
ど
を
公
表

　
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
、
健
全
化
判
断

比
率
及
び
資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す
。

　
健
全
化
判
断
比
率
は
、①
実
質
赤
字
比
率（
財
政
規
模
に
対
す
る
割
合
で
表
し

た
、
一
般
会
計
等
の
赤
字
の
大
き
さ
）　
②
連
結
実
質
赤
字
比
率（
財
政
規
模
に

対
す
る
割
合
で
表
し
た
、全
会
計
の
赤
字
の
大
き
さ
）　
③
実
質
公
債
費
比
率（
財

政
規
模
に
対
す
る
割
合
で
表
し
た
、
借
入
金
の
返
済
額
の
大
き
さ
）　
④
将
来

負
担
比
率
（
財
政
規
模
に
対
す
る
割
合
で
表
し
た
、
借
入
金
な
ど
現
在
抱
え
て

い
る
負
債
の
大
き
さ
）
の
４
つ
の
指
標
で
、
資
金
不
足
比
率
は
、
事
業
規
模
に

対
す
る
割
合
で
表
し
た
、
公
営
企
業
の
資
金
不
足
の
大
き
さ
で
す
。

　
地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況
は
健
全
化
判
断
比
率
に
よ
り
「
健
全
」「
早
期
健

全
化
」「
財
政
再
生
」
の
３
段
階
に
、
公
営
企
業
の
経
営
状
況
は
資
金
不
足
比

率
に
よ
り
「
健
全
」「
経
営
健
全
化
」
の
２
段
階
に
区
分
さ
れ
ま
す
。

　
26
年
度
決
算
に
お
け
る
本
市
の
財
政
状
況
及
び
二
つ
の
公
営
企
業
の
経
営
状

況
は
、
す
べ
て
「
健
全
」
と
な
り
ま
し
た
。

　
▼
問
い
合
わ
せ　
健
全
化
判
断
比
率
に
関
す
る
こ
と
…
財
政
課
（
４
８
３
）

１
１
５
１（
代
表
）　
資
金
不
足
比
率
に
関
す
る
こ
と
…
上
下
水
道
局
経
営
企
画

課
（
４
８
３
）６
５
７
２　
※
詳
細
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
見
ら
れ
ま
す

■
健
全
化
判
断
比
率

区
分

26
年
度
（
25
年
度
）
早
期
健
全
化
基
準

財
政
再
生
基
準

実
質
赤
字
比
率

－

（

－

）

11
・
74
％

20
・
00
％

連
結
実
質
赤
字
比
率

－

（

－

）

16
・
74
％

30
・
00
％

実
質
公
債
費
比
率

9・8
％
（
10・8
％
）
25
・
0
％

35
・
0
％

将
来
負
担
比
率

73・8
％
（
70・9
％
）
３
５
０
・
0
％

※
実
質
赤
字
額
及
び
連
結
実
質
赤
字
額
が
な
い
場
合
は
、「

－

」
で
表
示

■
資
金
不
足
比
率

特
別
会
計
の
名
称

26
年
度
（
25
年
度
）

経
営
健
全
化
基
準

水
道
事
業

－

（

－

）

20
・
0
％

公
共
下
水
道
事
業

－

（

－

）

20
・
0
％

※
資
金
不
足
額
が
な
い
場
合
は
「

－

」
で
表
示


